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平成27年度事務事業評価シート

達成年度

25

実績値

3,805

根拠法令
目 ０８　農政企画費

主な内訳 委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
53

ふれあいセンター維持管理経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

ふれあいセンター利用者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
地域コミュニティの向上を図ります。

管理運営協議会(区長・老人ｸﾗﾌﾞ代表・PTA・子供会・JA女性部  等)が設立され，事業運営を
協議会へ指定管理者として委託しています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

経年劣化による施設修繕が必要です。
また，地域団体等の施設利用率が低下しています。
さらに，「公民館として自主管理すべきでないか」という議会の指摘もあり，指定管理のあ
り方を含め見直しが必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

ふれあいセンター利用者数
三村地区・関川地区のふれあいセンター利用者
数

人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 5,300 5,300

0 0 0 0 0

実績値 3,805

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 2,591 2,606 2,605 2,604 3,066

実績額計 2,591 2,606 2,605 2,604 3,066

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 2,617 2,618 2,605 2,605 3,066

執行率 99.01 ％ 99.54 ％ 100 ％ 99.96 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

ふれあいセンター利用者数
ふれあいセンター利用者数（関川・三村地区人口の8割）を目標設
定

人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

平成２４年度と比較すると平成２６年度の利用者数は増加しました。地域住民の相互交流に一定の役割
を果たしています。今後も気軽に利用できる施設を目指し，周知等に重点を置きます。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

28

実績値

46.55

根拠法令 農林業の振興
目 ０３　農業振興費

主な内訳 借地料，管理委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
165

ふれあい農園維持管理経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市民

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農園の利用増進を図ります。

農作物の栽培に取り組むことにより，楽しみながら農業への理解と関心を高めることを目的
とし，市民農園を設置しています。
ふれあい農園利用可能区画（宮部地区１５２区画，東府中地区９５区画）
利用料　６，２９０円/区画（平成２６年度から消費税が８％に改定されることに伴い，利
用料を改定。（６，１２０円/区画→６，２９０円/区画）

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

現在の農園利用率は，東府中農園が６割程度，宮部農園が３割程度と低迷しています。
ほとんどが継続利用者です。また，高齢福祉課において，高齢者向けに無料貸農園を提供し
ており，今後も新規利用者の獲得は難しい状況です。
宮部農園については，農園区画数の縮小を検討していきます。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

農園利用率
ふれあい農園の利用率
（利用区画数／全区画数）

％

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 100 100

686 673 685 723 899

実績値 46.55

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 1,036 947 958 955 795

実績額計 1,722 1,620 1,643 1,678 1,694

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 1,842 1,701 1,699 1,759 1,694

執行率 93.49 ％ 95.24 ％ 96.7 ％ 95.39% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

農園利用率
ふれあい農園の利用率
（利用区画数／全区画数）

%

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

平成26年度の利用率は，平成25年度に比べて伸びてはいるものの目標には達しませんでした。
広報活動の強化を図ります。

平成28年度

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

実績値

40

3

根拠法令
目 ０３　農業振興費

主な内訳 旅費，需用費，役務費，委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
166

農力アップ推進事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

農業生産者及び農業団体

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農業経営の向上を図る

　既存農業者や新規就農者，農協や農業団体等意欲ある経営体を中心とした『地域力を活か
した儲かる農業，持続可能な農業の実現』に向けた取り組みを継続します。
　さらに『地域営農の維持・向上』，『果樹・園芸の産地改革』，『農村環境・景観の保全
・再生』を精力的に取り組み，『３アップの実現（魅力アップ，ブランドアップ，知名度ア
ップ）』に努めます。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

a.直売生産，販売の向上，市の知名度アップが必要です。
b.果樹・園芸産地の維持，魅力アップを図るため，新品種や人気品種への改植，新しい栽培
技術や施設整備の導入が必要です。
c.大都市近郊という立地条件と豊かで広大な農地を利用した首都圏で評価の高い農産物づく
りが必要です。
d.特産品をリードするブランド品づくりが必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

年度 平成26年度 平成27年度

目標値

0 0 0 0 1,848

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 4,444 3,076 2,829 2,134 0

実績額計 4,444 3,076 2,829 2,134 1,848

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 4,457 3,375 2,829 2,168 1,848

執行率 99.71 ％ 91.14 ％ 100 ％ 98.43 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

農畜産物の販売促進 農畜産物の販売促進，販路拡大活動(月1回以上の販促継続) 回

高付加価値商品
高品質の商品や加工品づくり
Ｈ25実績3品⇒Ｈ29目標計15品

品

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

原発事故が招いた風評被害を払拭するため，平成  23年度から継続し取り組んできた販売促進ＰＲ事業
が一定の目標を達成しました。今後は，
a.直売生産，販売の向上，市の知名度アップが必要です。
b.果樹・園芸産地の維持，魅力アップを図るため，新品種や人気品種への改植，新しい栽培技術や施設
整備の導入が必要です。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成26年度

実績値

15

根拠法令
土地改良法，茨城県補助金等交付規則，県単土
地改良事業補助金交付要綱

目 ０５　農地費

主な内訳 県単土地改良事業

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
167

県単土地改良事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
営農への意識向上，農業基盤施設の長寿命化をね

らいます。

土地改良団体が実施，整備した農業用施設の小規模な改修費に対し，県費及び市費を助成し
農業基盤の長寿命化を図ります。
八郷地区：負担率　県補助：４７．５％　市補助：１５．０％　受益者負担：３７．５％
石岡地区：負担率　県補助：３７．５％　市補助：１５．０％　受益者負担：４７．５％

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
土地改良施設の多くが耐用年数を超え，かんがい期に故障や漏水等が多くなっていることか
ら，改修等の事業要望が増える傾向にあります。
施設の長寿命化を図る維持点検活動と計画的な施設更新が必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

要望地区改善地区数 年度採択後の改善地区数 地区

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 15 6

0 0 0 0 0

実績値 15

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 4,040 1,380 4,007 12,234 4,767

実績額計 16,815 5,721 16,667 37,330 19,850

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 12,775 4,341 12,660 25,096 15,083

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 16,815 5,721 16,667 38,885 19,850

執行率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 96 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

要望地区改善地区数 採択後の改善地区数 地区

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

昭和時代に整備されたものが多く，今後事業要望は増え続ける状況にあります。計画的な本事業の導入
により，営農基盤の再構築を継続的に図ります。

特になし。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成29年度

実績値

2

根拠法令 土地改良法
目 ０５　農地費

主な内訳 県営畑地帯総合整備事業負担金

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
168

畑地帯総合整備事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者・地区内通行者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農業基盤の整備を図ります。

未整備の多い畑地帯の整備（圃場や水利施設，農道）を茨城県において整備します。
県営三村地区負担金：事業費の２５％，県営東成井西部地区負担金：事業費の１２．４％

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

　当事業は市内において２地区（三村地区及び東成井西部地区）実施されています。両地区と
も平成２６年度完了を予定していましたが,地権者との協議に時間を要していることや事業費
の縮減により完了年度が延長される見込みです。整備後の営農計画を立てるうえで早期完了が課題となって
います。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

要望整備地区数
当年度における各団体から要望がある事業地区
数に対しての国採択地区数 事業地区＝５地区

地区

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 2 2

0 3,555 0 0 0

実績値 2

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 11,746 23,140 10,260 6,343 8,560

実績額計 24,646 37,095 23,060 17,043 17,460

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 12,900 10,400 12,800 10,700 8,900

その他

予算額計 24,646 26,861 23,060 17,044 17,460

執行率 100 ％ 138.1 ％ 100 ％ 99.99 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

採択地区数 地区から要望されている整備要望採択地区数を目標値として設定 地区

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

農業基盤の整備により，営農の簡素化や意欲向上が図られます。 特になし。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成29年度

実績値

19

根拠法令 土地改良法
目 ０５　農地費

主な内訳 農道整備工事，補修用材支給

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
169

農道・農業排水路整備事業（単独）

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者・地区内通行者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
営農活動に必要不可欠な農道等の整備，維持補修

を進めます。

営農に必要な農道等の整備を行うとともに，資材支給によって基盤施設の維持補修を地域の
取り組みとして行います。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
　多くの整備要望に対し計画的な整備を進める必要があります。しかしながら，要望箇所の現状としては，
生活道路や集落間の連絡道路としての案件も含まれている上，市道の認定がなされており整備基準の統一化
を図る上でも，一般市道と農道のすみ分けを排除し，整備事業の一本化が必要となります。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

要望地区における農業産出額 整備による農業生産性の向上・経済的効果額 千円

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 52,068 52,068

0 0 0 0 0

実績値 47,208

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 17,047 18,656 16,802 25,206 17,214

実績額計 17,047 18,656 16,802 25,206 17,214

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 17,047 18,669 16,802 25,229 17,214

執行率 100 ％ 99.93 ％ 100 ％ 99.91 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

要望整備地区数 同事業地区数に対しての完了地区数 地区

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

農業基盤の整備により，営農の簡素化や意欲向上が図れます。 特になし。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成30年度

実績値

48.75

根拠法令 森林・林業基本法
目 ０１　林業振興費

主な内訳 報酬･需用費･委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
175

森林機能緊急回復整備事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０２　林業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

森林所有者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
森林機能再生に向けて

調査結果を踏まえ緊急に間伐を行う必要性がある森林のうち，水源かん養機能・山地災害防
止機能が高い森林を対象に，森林を団地化し作業道を開設するなどして効率的・集中的に間
伐を実施します。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
森林所有者の高齢化や木材価格の低迷等により森林の手入れが必要な山林が増え,間伐等の
対応を急ぐ必要があります。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

二酸化炭素吸収量
事業計画における対象森林林（人工林）面積１
,１８７ｈａ×７.８ｈａ/ｔ

ｔ

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 9,199 9,199

0 0 0 0 0

実績値 4,731.68

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 0 0 0 0 0

実績額計 30,960 21,269 20,138 16,140 19,637

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 30,960 21,269 20,138 16,140 19,637

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 30,960 21,269 20,138 16,140 19,637

執行率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

緊急間伐面積 事業費に応じ整備可能面積 ｈａ

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

森林経営の受委託等，現代の林業を所有者に細かく広めていく。 平成２９年度

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成29年度

実績値

43

54

根拠法令 土地改良法，石岡市補助金等交付規則
目 ０５　農地費

主な内訳 各種団体負担金等

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
270

土地改良関係事務費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
各種営農団体へ支援することにより，農家負担の

軽減を図ります。

農業者への土地改良事業償還金の負担費用軽減を図り，農業経営の振興と経営安定に寄与す
る。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題 過去の土地改良事業における各団体への義務負担等が今後とも続きます。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

負担，補助改良区及び地区数
償還金（負担金・補助金）支出地区数
○霞ヶ浦用水土地改良区　○石岡台地土地改良 区　○八
郷土地改良区　○各農道整備組合

地区

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 43 43

2,812 2,169 1,650 1,133 601

実績値 22

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 231,298 220,844 208,457 202,559 174,668

実績額計 234,122 223,025 212,119 205,004 175,981

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 12 12 12 12 12

地方債 0 0 2,000 1,300 700

その他

予算額計 234,122 223,063 212,119 206,092 175,981

執行率 100 ％ 99.98 ％ 100 ％ 99.47% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

事業費償還負担改良区数
土地改良事業において造成された施設事業費の償還負担金の償還完
了を目標値として設定

地区

元利金補償地区数
市が管轄する農道排水路において整備した事業費の償還完了を目標
値として設定

地区

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

過去実施した土地改良事業施設の有効利用を図り，営農活性化を目指します。 特になし。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

27

実績値

2,161

根拠法令 農林業の振興
目 ０８　農政企画費

主な内訳 借地料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
271

農産物直売センター維持管理経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市民

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
広告・広報による周知。

生産者が自ら栽培した安全・安心で新鮮な農産物を消費者に提供しています。
（石岡そだちの借地料及び火災保険料）

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

市民への地域農作物のＰＲと農業を身近に感じてもらうための施設として設置し，ＪＡ新ひ
たち野を指定管理者として運営しています。
しかし，近年は販売額が伸び悩んでいます。
指定管理者のＪＡ新ひたち野は市内に他に直売所を１店舗運営しており，その店舗を含めた
出荷量の確保，ＪＡの合併もあり，今後は指定管理者の見直しが必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

売上げ金額 直売所の1年間の売上げ 万円

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 665 680

0 0 0 0 0

実績値 2,161

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 303 303 303 303 303

実績額計 303 303 303 303 303

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 305 303 303 303 303

執行率 99.34 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

売上げ金額
直売所の売上げ
金額

万円

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

売上は減少しています。地元農産物の消費者へのアピールは新店舗を活用した方がより効果的であるた
め，当該直売所の運営及び指定管理者の見直しは避けられない状況です。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成29年度

実績値

11

根拠法令 森林・林業基本法
目 ０２　林道開設費

主な内訳 委託料，工事請負費，原材料費

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
279

林道開設事業（単独）

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０２　林業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

山林所有者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
林道通行の安全性を確保する。

補助事業等で開設，改良を行った林道の補修や除草等の維持管理業務を行います。事　業　の　概　要

事業全体としての課題
林道交通の利便性と安全性を確保するため，適正な維持管理を行い，施設の修繕を計画的に
進める必要があります。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

施工延長 地区の要望箇所に対する達成度 ｍ

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 250 250

20 9 9 9 9

実績値 265

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 8,011 11,802 24,038 38,578 35,156

実績額計 8,031 11,811 24,047 38,587 35,165

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 8,031 12,551 24,047 39,087 35,165

執行率 100 ％ 94.1 ％ 100 ％ 98.70% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

管理路線
林道維持管理組合へ委託を依頼し，１０路線の除草及び，排水溝の
清掃等を行う。

路線

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

林道の受益者である森林所有者との協働作業によって，除草作業などの軽微な維持管理や災害箇所の早
期発見，並びに通報体制を今後も継続していく。

平成２９年度

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成29年度

実績値

159.9

根拠法令 森林・林業基本法
目 ０２　林道開設費

主な内訳 委託料，工事請負費

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
380

林道開設事業（補助）

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０２　林業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

山林所有者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
林道の開設により，森林整備の進捗，林業経営の

向上を図る。

林業生産性，森林の有する公益的機能を向上させるため林道の整備を進めます。事　業　の　概　要

事業全体としての課題

林道開設に併せて，受益者は間伐・主伐等の造林をしなければなりませんが，所有者の高齢
化と木材需要の低迷，採算性の悪化によって意識，作業が低調傾向にある中で，施業の集団
化等により林道の活用度を高めていく必要があります。道整備交付金事業を進めるうえで林
道開設事業は必須条件となっています。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

全体計画延長
本事業の活動は，林道開設工事のため，活動指
数を工事予定延長とする。

ｍ

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 140 232

0 0 0 0 0

実績値 153.9

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 910 1,284 2,335 688 1,365

実績額計 26,000 26,283 10,270 9,349 28,365

財
源
区
分

国庫支出金 11,700 11,699 4,456 4,058 12,600

県支出金 5,200 5,200 1,979 1,803 5,600

地方債 8,190 8,100 1,500 2,800 8,800

その他

予算額計 23,901 5,713 10,270 9,482 28,365

執行率 108.78 ％ 460.06 ％ 100 ％ 98.60% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

施工延長
本事業の活動は，林道開設工事のため，活動指数を整備予定延長と
する。

ｍ

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

事業を実施するに当たり，国の指針に基づき絶滅危惧種に指定されている猛禽類を保護しながら，事業
を進めていく。

平成２７年度

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成29年度

実績値

25

根拠法令 森林・林業基本法
目 ０２　林道開設費

主な内訳 工事請負費

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
381

林道開設事業（県単）

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０２　林業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

山林所有者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
林道の開設により森林整備の進捗，林業経営の向

上を図る。

林業生産性，森林の有する公益的機能を向上させるため，国庫補助事業に合致しない路線の
整備を進めます。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
林道開設に併せて，受益者は間伐，主伐等の造林をしなければなりませんが，所有者の高齢
化と木材需要の低迷，採算性の悪化によって意識,作業が低調傾向にある中で,施業の集団化
等の取り組みにより林道活用度を高めていく必要があります。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

施工延長
既設林道の機能向上を図るため，国庫補助事業
に合致しない林道大増線を継続事業で改良工事 を計画。

ｍ

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 25 25

0 0 0 0 0

実績値 25

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 6,300 3,077 2,454 2,251 2,484

実績額計 10,500 5,076 4,050 3,702 4,084

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 4,200 1,999 1,596 1,451 1,600

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 10,562 5,102 4,050 3,713 4,084

執行率 99.41 ％ 99.49 ％ 100 ％ 99.70% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

工事延長
本事業の活動は，林道開設工事のため，活動指数を工事予定延長と
する。

ｍ

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

限られた予算の中で効果的に事業を進めていく。 平成２９年度

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

実績値

24

30,641

根拠法令
目 ０４　畜産業費

主な内訳 需用費，補助金，負担金

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
474

畜産振興経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

畜産農家

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
石岡市衛生指導協会を通して防疫指導を行う。

①石岡市衛生指導協会を通して畜産農家への防疫・衛生指導。
②畜産関連団体を通して情報の広報・啓発。
③耕畜連携による資源循環型農業の推進。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
生産者の高齢化，後継者不足，飼料高騰などによる価格低迷から畜産経営体，家畜頭数は減
少傾向にあります。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 0 0

0 0 0 0 0

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 2,830 2,908 2,783 2,786 2,376

実績額計 13,108 7,957 2,805 2,805 2,658

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 10,278 5,049 22 19 282

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 13,385 7,979 2,805 2,805 2,658

執行率 97.93 ％ 99.72 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

畜産環境保全薬剤購入 消臭剤・殺虫剤・消毒剤購入 件

家畜伝染病予防接種 家畜伝染病（豚：ｵｰｴｽｷｰ，牛：伝染性鼻気炎，ﾖｰﾈ病，結核，ﾌﾞﾙｾﾗ） 頭

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

防疫・衛生指導ができる職員の確保・育成と共に，経営体が協力できる体制，畜種毎に知識，経営状況
の相談に応じられるリーダーの確保・育成が必要です。

平成28年度

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

3

根拠法令 石岡市農業振興地域整備促進協議会条例
目 ０８　農政企画費

主な内訳 報酬，需用費，役務費

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
475

農業振興地域整備促進事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

農用地所有者または利用者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
優良な農用地の確保，活用を図ります。

農業の振興を図るべき区域を明らかにし，区域内の有効利用と近代化を促進しています。
農業振興地域整備計画を樹立し，計画の適正な管理・運用を図っています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
農業従事者の高齢化による後継者不足や，担い手減少に対する対策が必要です。
増加傾向である耕作放棄農地への対策が必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

農用地区域の適正な運用
協議会を開催し農用地を適正な運営・活用を図
る。

回

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 3 3

0 0 0 0 0

実績値 3

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 9 204 206 187 251

実績額計 9 204 206 187 251

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 275 225 225 275 251

執行率 3.27 ％ 90.67 ％ 91.56 ％ 68.00% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

協議会開催回数
農業振興地域整備計画の適正な管理・運用をするため，協議会開催
回数を目標設定

回

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

農業振興地域整備促進計画の定期的な見直し（5年ごと）を図り，土地利用計画等との整合性や優良農
用地の保全維持を適切に進めます。



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

4,776

根拠法令 石岡市農林漁業振興等事業補助金交付要綱他
目 ０２　農業総務費

主な内訳

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
566

農政一般経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者・水産業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農家への情報周知，農水産業団体との連携を図り

ます。

①農政協力員への報酬
②農業技術の研鑽及び普及を目的に設立されている各団体について，その事業に要する経費
を負担します。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題 農業，水産の振興のため，地域や関係機関・団体との継続的な連携が必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

水稲生産実施計画書回収率
農家組合長が各農家から水稲生産実施計画書を
回収する率

％

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 5,600 5,600

0 0 0 0 1

実績値 4,776

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 2,990 2,559 2,455 2,449 3,078

実績額計 2,990 2,559 2,455 2,449 3,079

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 2,591 2,803 2,720 2,618 3,079

執行率 115.4 ％ 91.3 ％ 90.26 ％ 93.54% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

水稲生産実施計画書回収率 農家組合長が水稲生産実施計画書を回収した割合を目標設定 戸

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

農業振興のため地域や関係機関，団体との継続的な連携が必要です。



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成27年度

実績値

2

根拠法令 土地改良法
目 ０５　農地費

主な内訳 県営農道整備事業負担金

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
568

農道整備事業（単独）

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者・地区内通行者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
基幹農道の整備より営農の活性化を図ります。

旧田園整備事業により計画された農道を県営により整備します。農道整備事業で実施する事
業費の内，公共性が高い事業であるため，受益者負担金を市で負担します。
県営土地改良事業（八郷中央２期地区）旧田園交流基盤整備事業，県営土地改良事業（東筑
波地区）旧田園空間整備事業

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

当該事業全般は，平成２１年度国行政刷新会議において，廃止として位置づけられた「田園
整備関連事業」ですが，「農山漁村地域整備交付金事業」として執行されることになりまし
た。しかし，継続として認められたものの国財源の減少により整備の遅れが懸念されます。
本事業については，廃止として位置づけられていますので，本地区完了後で終結します。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

要望地区における農業産出額 整備による農業生産性の向上・経済的効果額 百万円

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 129,317 129,317

0 0 0 0 0

実績値 116,877

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 25,567 45,598 25,736 35,418 40,805

実績額計 66,367 74,298 63,336 84,418 109,805

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 40,800 28,700 37,600 49,000 69,000

その他

予算額計 66,367 95,748 63,336 109,934 109,805

執行率 100 ％ 77.6 ％ 100 ％ 76.79% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

採択地区数 地区から要望されている整備要望採択地区数を目標値として設定 地区

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

国や県の動向を注視してまいります。
受益地域の営農活動が活発になり，収益が増大となるよう農業指導機関と連携を一層強めます。

特になし。



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

H29年度

実績値

5,600

根拠法令
経営所得安定対策実施要綱，直接支払推進事業
実施要綱，直接支払推進事業費補助金交付要綱

目 ０９　水田農業構造改革対策費

主な内訳 需用費，役務費，使用料及び賃借料，負担金補

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
569

地域水田農業推進事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

水田農業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
持続可能な水田農業を目指します。

地域の特性を生かした水田農業を振興するため，水田農業情報のシステム化による管理を行
います。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
国の米政策の転換が多くあり，国の政策に頼るべきところは頼る一方で国の政策に左右され
ない地域の特性を生かした水田農業の振興が求められています。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

水田台帳による管理農家戸数 水田台帳の適正な管理 戸

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 100 100

0 0 0 0 0

実績値 100

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 2,645 3,005 3,137 1,918 2,107

実績額計 2,645 14,301 12,626 11,407 11,507

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 11,296 9,489 9,489 9,400

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 3,460 14,836 12,716 11,932 11,507

執行率 76.45 ％ 96.39 ％ 99.29 ％ 95.60% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

水田台帳による管理農家戸数 水田台帳の適正な管理 戸数

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

水田農業の振興を図りつつ，国の米政策に合わせて事業を推進していきます。



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成35年度

実績値

116.7

16

5

根拠法令 森林・林業基本法
目 ０１　林業振興費

主な内訳 需用費･役務費･委託料･負担金補助及び交付金･

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
575

林業振興経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０２　林業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

山林所有者及び森林を整備しようとする組織，団
体等

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
森林・林業の再生するとともに，森林資源の活用

を促進する。

森林整備を推進し，林業基盤の確保と森林の多目的機能の維持，増進を図ります。事　業　の　概　要

事業全体としての課題
林業の採算性の悪化や森林所有者の高齢化などにより間伐・伐採，作業道の整備が遅れ，森
林の有する機能，公益性が低下しており，早急かつ集団的な整備が必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

森林整備面積
市が認定の計画面積の内，杉・桧の年間調査面
積。（除間伐・枝打ち・下狩り等）経営計画（
10年）団地内人工林＝700ha

ｈａ

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 700 700

259 1,790 308 240 160

実績値 256.7

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 7,734 3,525 10,119 2,973 3,667

実績額計 9,522 6,560 11,795 4,551 5,875

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,529 1,245 1,368 1,338 2,048

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 9,522 6,939 11,795 4,823 5,875

執行率 100 ％ 94.54 ％ 100 ％ 94.36% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

森林整備調査面積
市が認定している計画面積中，特にスギ・ヒノキの人工林における
年間施業調査面積とする。

ｈａ

青少年の森林や自然への関心 学校の校庭や校舎，学校林等に環境整備を行います。 校

総事業費に対する助成
農林漁業の振興及び，育成を図るため，年間事業費の助成を行いま
す。

％以内

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

やる気のある森林事業体への支援を行い，全体(6,000ha)の長期計画を立てていく必要があります。



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

Ｈ29年度

実績値

118

根拠法令 石岡市農林業業振興等対策事業補助金交付要綱
目 ０８　農政企画費

主な内訳

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
660

農業経営対策事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

認定農業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
地域農業力の向上を図る。

農業者に対し農業関連補助事業・農業経営改善資料配布・農業資金情報提供等を行います。
地区の勉強会や先進地視察研修により新たな農業動向を研究しながら自らの経営改善を図っ
ています。また，青年就農者が共同で主催するイベントへの支援も行っています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

市内の農業者は，各品目ごとに活動しているため，生産品目に囚われない広い視野で認定農
業者間の情報交換及び世代間の連携が重要です。また，認定農業者になっても，協議会にメ
リットが感じられず加入しない生産者，もしくは改善計画の更新時(5年ごと)に脱退を申し
出る生産者が増加傾向にある。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

認定農業者連絡協議会員の維持
・増加

会員の維持・増加 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 130 135

0 0 0 0 0

実績値 118

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 490 360 360 310 310

実績額計 490 360 360 310 310

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 619 364 360 310 310

執行率 79.16 ％ 98.9 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

認定農業者連絡協議会員の維持
・増加

会員の維持・増加 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

認定農業者連絡協議会を活用して，地域や農産物分野別のバランスを考慮しながら，新規就農者や青年
就農者の育成・確保を図ってまいります。



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

実績値

11,906

根拠法令 土地改良法,森林法
目 ０１　農林水産業施設災害復旧費

主な内訳 農業用施設災害復旧経費

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
669

農林水産業施設災害復旧費

会計 ０１　一般会計

款 １１　災害復旧費

項 ０１　農林水産業施設災害復旧費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農林業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
自然災害に対し，農林業用施設の復旧を図ります

。

地震や台風等による災害によって被災した農林業用施設の復旧を行います。事　業　の　概　要

事業全体としての課題 昨今のゲリラ豪雨や大規模な降雹などにより想定外の災害が頻発しています。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

年度 平成26年度 平成27年度

目標値

0 17,206 0 0 0

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 8,300 1,726 3 11,906 35,666

実績額計 10,166 43,246 3 11,906 35,666

財
源
区
分

国庫支出金 0 21,214 0 0 0

県支出金 1,866 0 0 0 0

地方債 0 3,100 0 0 0

その他

予算額計 10,778 278 3 11,940 35,666

執行率 94.32 ％ 15,556.12 ％ 100 ％ 99.71% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

農業用施設復旧費の費用
市が管理する農業用施設の災害復旧に要した費用。実績としては，台風１８号
による林道災害復旧に要した費用。
費用が支出されなければ達成

千円

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

被災箇所の速やかな復旧に努めるとともに，適正な維持管理を行い災害の未然防止に努めます。



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

224

根拠法令 石岡市農林漁業振興等事業補助金交付要綱他
目 ０７　園芸振興費

主な内訳

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
755

園芸振興経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農業経営の維持継続を促進しさらなる振興を図っ

ていきます。

石岡市の特産物である柿の皇室献上を行っています。（皇室柿献上委託料）
新規就農・定年帰農者が安定生産を図るため，施設整備の支援を図ります。
環境保護の観点から農業用使用済みビニール・プラスチックの回収をしています。（園芸い
ばらき振興協会負担金）
花き生産振興を図る目的で，県から資金を借り入れています。（花き優良種苗導入資金）

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
環境に配慮し安全安心な農産物生産を行っていますが，価格低迷などにより販売環境は益々
厳しさを増しているため，様々な支援により産地活性化が必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

認定農業者数 市内の認定農業者数 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 206 200

29,150 29,150 29,150 23,120 17,095

実績値 224

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 1,606 16,283 6,371 15,807 2,626

実績額計 59,756 74,433 71,718 102,819 36,721

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 29,000 29,000 36,197 63,892 17,000

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 59,292 74,433 71,802 104,636 36,721

執行率 100.78 ％ 100 ％ 99.88 ％ 98.26 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

認定農業者数 市内認定農業者数 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

若い世代の就農を推進していく必要があります。そのためには就農機会の確保，初期投資にかかる負担
軽減等の総合的な支援が必要になります。
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達成年度

実績値

0.2

8,204,908

根拠法令 農林業の振興
目 ０８　農政企画費

主な内訳 旅費，需用費，役務費，利子補給金，負担金，

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
756

農政企画経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

生産者，認定農業者及びＪＡなど各種団体

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
経営向上の支援をします。

生産者，認定農業者が生産基盤向上のために借入れた資金に対する利子の助成や耕作放棄地
再生や有機農業の振興，農協の営農活動の支援などの事業を行なっています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
生産者の高齢化や担い手不足，販売価格の変動，自然災害などに対応した多様な取り組み行
っていく必要があります。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

年度 平成26年度 平成27年度

目標値

0 0 0 0 0

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 40,589 14,492 14,025 12,201 11,658

実績額計 41,785 15,511 15,090 13,303 14,758

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,196 1,019 1,065 1,102 3,100

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 41,785 16,638 16,621 14,026 14,758

執行率 100 ％ 93.23 ％ 90.79 ％ 94.85 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

耕作放棄地再生利用補助金 市内耕作放棄地再生利用面積を目標設定 ha

農協営農活性化事業補助金 市内農業生産販売量の目安としてＪＡ農産物販売取扱額を目標設定 千円

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

国や県の支援制度及び補助金を活用し，支援を継続し，地域力を活かした儲かる農業，持続可能な農業
の実現を目指します。

H28
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達成年度

29

実績値

11

根拠法令
目 ０３　農業振興費

主な内訳

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
6754

新規就農者支援対策経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

就農希望者及び新規就農者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農業経営の安定と定住促進

農林水産業の分野で，従事者の高齢化，後継者不足などによる地域農業の衰退や農地の荒廃
が進む中，新たな担い手を確保育成することで農林水産業の振興を目的としています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題 農林水産業従事者の高齢化・担い手不足が深刻です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

新規就農者 新規就農者の増 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 6 6

0 0 0 0 0

実績値 11

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 0 194 20 73 151

実績額計 0 9,569 19,520 21,073 26,776

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 9,375 19,500 21,000 26,625

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 0 10,375 23,250 26,401 26,776

執行率 ％ 92.23 ％ 83.96 ％ 79.82% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

新規就農者 新規就農者への継続的な勧誘及び支援 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

これまで以上に積極的なPR活動を展開することにより新たな就農者の確保を目指します。 H27年度（随時）
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達成年度

実績値

486

232

3

根拠法令
目 ０３　農業振興費

主な内訳 報酬，報償費，委託料，補助金

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
7802

鳥獣被害対策事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市民全般

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農産物に被害を与える有害鳥獣を捕獲し，被害防

止活動を推進します。

①石岡市鳥獣被害対策実施隊を結成し，農作物等に被害を与える有害鳥獣の捕獲活動を行ま
す。
②東京電力福島第一原子力発電所事故による放射能汚染の影響等で，狩猟期間中におけるイ
ノシシの捕獲が減少することによる農作物への被害が拡大することを防止するため，イノシ
シを捕獲及び処分した者に対し報償金を交付します。
③わな取得者に助成や広域防止柵の設置補助など地域ぐるみの被害防止活動を支援します。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

　毎年，イノシシやカラスなどの有害鳥獣による農産物被害，生活被害が発生しており，そ
の対策が求められています。
　さらに，捕獲従事者の高齢化に対応した捕獲体制の整備,新規狩猟従事者確保や地域ぐる
みの被害防止活動の拡大が必要です。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

年度 平成26年度 平成27年度

目標値

0 0 13 10 10

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 0 0 6,922 8,068 7,835

実績額計 0 0 6,935 8,078 7,845

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 0 0 6,935 8,805 7,845

執行率 ％ ％ 100 ％ 91.74 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

有害鳥獣捕獲
茨城県の承認を受けた石岡市鳥獣被害防止計画からイノシシ，カラ
ス類等の捕獲数を設定　イノシシ　Ｈ26実績131頭，Ｈ28目標100頭
，カラス類　Ｈ26実績355羽，Ｈ28目標600羽

頭

狩猟期間中のイノシシ捕獲
過去の狩猟期間中におけるイノシシの捕獲実績により設定
イノシシ　Ｈ26実績232頭，Ｈ28目標150頭

頭

わな狩猟免許取得
地域ぐるみの被害防止活動を推奨するため，各地区1名以上のわな
取得を目標に設定

名

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

当該事業において一定の効果が見られます。継続した効果を発揮するためにも，その活動に参加できる
隊員の確保，わな免許取得の助成などの地域ぐるみの捕獲活動を積極的に取り組む必要があります。

平成28年度
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○

達成年度

ha

実績値

根拠法令
目 ０３　農業振興費

主な内訳

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
7803

農地中間管理事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市内農業者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農地の集積を促進します。

農業経営の規模拡大，耕作の事業に供される農用地の集団化，新たに農業経営を営もうとす
る者の参入の促進等による農用地利用の効率化及び高度化を図り，農業の生産性の向上に資
することを目的としています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
出し手農家から担い手へ農地のマッチングを行い，農地を貸し付けるための手続きを農地中
間管理機構が行います。これにより，農地集積の促進や耕作放棄地となるおそれのある農地
の減少が期待できます。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

農地の集積面積 区域を設定し区域内農地の集積を進める ha

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 25

0 0 0 0 0

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 0 0 0 0 10

実績額計 0 0 0 0 3,550

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 3,540

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 0 0 0 0 3,550

執行率 ％ ％ ％ ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

農地の集積面積 区域を設定し区域内農地の集積を進める ha

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

取組み可能な地域，事業導入の意欲がある地域，担い手へ事業を推進していきます。 27年度
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○

達成年度

実績値

675

根拠法令
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する
法律（平成２６年法律第７８号）

目 ０５　農地費

主な内訳

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
8855

多面的機能支払交付金事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

体
系

政  策
02      豊かな生活を支える活力ある産業を育む まちへ
（産業・経済）

顧客
（誰を）

市民及び来訪者

施  策 03      農林業の振興
意図

（どのように）
農業基盤の保全，景観形成，施設の延命化を推進

します。

地域共同による農地・農業用水等の保全管理活動及び施設の長寿命化のための活動等に対す
る支援を行う。（５年継続事業）
①農地維持支払交付金（農地施設機能の点検・水路清掃・除草など）
　基本単価　水田　3,000円/10a　畑地　2,000円/10a
②資源向上支払交付金（共同活動）　（農業施設の簡易な補修・水質調査・植栽など）
　基本単価　水田　2,400円/10a　畑地　1,440円/10a

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
農業従事者の高齢化，農作業の担い手依存が高まる中で，農村環境の保全，施設の維持管理
に対する地域ぐるみの取り組み，意識の向上を図る必要があります。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

年度 平成26年度 平成27年度

目標値

0 0 0 0 0

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 0 0 0 14,658 22,970

実績額計 0 0 0 14,658 91,875

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 68,905

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 0 0 0 14,659 91,875

執行率 ％ ％ ％ 99.99 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

活動面積を指標とします。 活動面積を目標とします。 ha

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

平成２７年度より，法制化され補助金扱いとなる。 特になし。
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達成年度

平成29年度

実績値

6.4

根拠法令 森林・林業基本法
目 ０１　林業振興費

主な内訳 委託料

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
576

身近なみどり整備推進事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０２　林業費

体
系

政  策
03      人と自然が調和し生活環境が充実したま ちへ
（生活・環境）

顧客
（誰を）

森林環境に接する市民

施  策 07      環境保全の推進
意図

（どのように）
平地林や里山など身近なみどりを再生・保全する

。

茨城県森林湖沼環境税を活用し，市民生活に身近な森林を整備し，快適で豊かな森林環境づ
くりを推進します。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
身近な森林の荒廃が進んでいるため，森林所有者や周辺の市民から行政に対する支援要望が
増える一方,県の予算配分が減額される傾向にあるとともに，整備後の維持管理が課題とな
っています。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

整備面積 間伐・下刈り ｈａ

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 10 10

0 0 0 0 0

実績値 6.4

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 0 9 0 0 0

実績額計 14,173 20,120 9,921 4,351 10,200

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 14,173 20,111 9,921 4,351 10,200

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 14,200 20,200 9,921 4,415 10,200

執行率 99.81 ％ 99.6 ％ 100 ％ 98.55% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

身近なみどり整備推進事業 整備面積 ｈａ

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

生活圏に近い平地林や里山林を整備することによって，快適な生活環境づくりに貢献していく。 平成２９年度



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

実績値

1

根拠法令
目 ０４　水防費

主な内訳 農業用排水機場運転委託費

予 算

担当部 課名

新規 廃止 経済部 農政課

事業名
280

水防関係経費

会計 ０１　一般会計

款 ０９　消防費

項 ０１　消防費

体
系

政  策
04      災害に強く安心して暮らせるまちへ（消 防・防
災）

顧客
（誰を）

施  策 02      防災機能の整備・強化
意図

（どのように）

石岡区域における４農業用排水機場は，かんがい期に運転されていますが，農閑期における
運転はされていない状況にあります。異常気象により増水したことにより，公共用施設の道
路や水路の冠水を防ぐため，農閑期における運転経費を委託費として支援します。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
昨今の異常気象は，かんがい期（春，夏）以外でも増加傾向にあり，今後予算上対応できな
いことが懸念されます。

成
果
指
標

項        目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

年度 平成26年度 平成27年度

目標値

0 0 0 0 0

実績値

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

最終目標

一般財源 0 0 431 588 0

実績額計 0 0 431 588 0

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

0 431 589 0

執行率 ％ ％ 100 ％ 99.83 ％ ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

機場運転委託回数
委託した回数を指標とします。
無ければ目標達成。

回

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

昨今の災害については，時期を問わず増えつつあります。災害の拡大防止に努めながら，施設の維持管
理にあたります。

特になし。

予算額計 0



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成26年度

実績値

28

120

予 算

最終目標

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

柏原工業団地を中心とした遊休地への立地促進だけでなく，既存企業の事業拡大及び撤退抑止など，企業とのコンタク
トを密にしたワンストップサービス機能を高めていきます。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

石岡市企業誘致雇用促進奨励補
助金

新増設する企業で，市内従業員を5名（中小企業は3名）以上新たに
雇用した場合10万円/人を支給。対象となる従業員数を目標設定。

人

企業誘致相談件数及び市内企業
現況調査

市内未利用地への企業誘致活動及び市内企業の増設並びに各種法令
に関する相談等の対応回数

回

予算額計 938 910 3,020 3,241 7,525

執行率 59.7 ％ 31.98 ％ 78.58 ％ 100 ％ 100 ％

一般財源 560 291 2,373 3,241 7,525

実績額計 560 291 2,373 3,241 7,525

その他 0 0 0 0 0

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

実績値 30.34

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

県内・県外の企業・金融機関・デベロッパー等に働きかけ，市内未利用地への企業誘致活動を行います。ま
た，市内企業においては拡張・増設等の働きかけを行います。企業誘致に優位となる優遇制度を設けていま
す。また，企業活動における各種法令等に対応 するべく，ワンストップサービスを推進しています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
柏原工業団地は市の工業の拠点でありますが，昨今の景気状況等から工場が撤退し未利用地が発生していま
す。市の財政面や市民の雇用の場の確保の観点からも，企業誘致に関する事業が重要となっています。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

柏原工業団地の土地利用率
柏原工業団地の敷地面積（道路・公園等を除く）のうち
工場等家屋の建築面積の占める割合

％

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 31.79 31.79

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

工業団地・県内外企業等

施  策 01        企業誘致の推進・工業の振興
意図

（どのように）
新たな企業の誘致・既存企業の拡張促進や撤退抑

止

事業名
62

企業誘致推進事業

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

根拠法令 工場立地法・企業立地促進法など
目 ０２　商工振興費

主な内訳 旅費・需用費・役務費・負担金など

担当部 課名

新規 廃止 経済部 商工課



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成29年度

実績値

0

5

4

予 算

最終目標

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

企業と連携し雇用の創出を探っていき、中小企業者については補助制度などの情報発信を強化していきます。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

中小企業労働者共済融資信用保
証料補給金件数

中小企業労働者の福祉の向上を図るため，住宅資金・生活資金・育英資金融資
の信用保証料を補給する件数

件

石岡地区雇用対策協議会開催回
数

雇用の安定及び労働力確保に必要な調査研究及び協議の開催回数 回

石岡ハローワークとの研究会開
催回数

中小企業者を元気にするため，社会保険労務士協会・石岡市・ハローワークで
制度や事例などについて研究する開催回数

回

予算額計 1,178 860 860 1,037 715

執行率 70.54 ％ 51.05 ％ 51.4 ％ 66.63 ％ 100 ％

一般財源 786 439 442 691 0

実績額計 831 439 442 691 715

その他 45 0 0 0 715

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

実績値 0.9

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

安定した生活と福祉の増進を図るため，保証料補給・永年勤続表彰・講演会に対する資金面での支援を実施
しています。 石岡地区雇用対策協議会に参画し，他団体と連携した雇用対策についての調査研究・事業の
実施を図ります。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

東日本大震災後，経済が低迷する中で，中小企業の経営状況は悪化しており，雇用面においても大変厳しい
状況となっているため，当市独自の雇用対策が必要となります。また，組合未組織労働者に対しては，銀行
等の金融機関の融資が厳しく，勤労者の生活を圧迫している ため，労働者共済融資の利用促進を図ってい
く必要があります。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

有効求人倍率 ハローワーク石岡管内の有効求人倍率を改善します。 倍

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 0.9 0.9

０５　労働費

項 ０１　労働諸費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

勤労者，就職希望者

施  策 01        企業誘致の推進・工業の振興
意図

（どのように）
雇用を創出し，労働力を確保します。

根拠法令
目 ０１　労働諸費

主な内訳 負担金

事業名
176

労働一般事務費

会計 ０１　一般会計

款

担当部 課名

新規 廃止 経済部 商工課



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

H29年度

実績値

116

予 算

最終目標

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

若い力を確保したい中小企業と、大手や公務員志向の学生のミスマッチを解消するため、事業を推進していきます。 平成26年度

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

面接会における、求人情報誌の
冊数

面接会に参加した学生に配布する情報誌 冊

予算額計 0 588 738 738 765

執行率 ％ 80.27 ％ 67.89 ％ 61.52 ％ 100 ％

一般財源 0 472 501 454 0

実績額計 0 472 501 454 765

その他 0 0 0 0 765

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

実績値 11

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

学卒・未就職者に対して企業面接会及び説明会，情報提供等を実施することにより，有能で多様な若年層の
人材の就業ニ－ズと，地元企業の採用ニ－ズのマッチングを行い，市民の就業環境の向上を図ることを目的
としています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
新規採用を考えている企業の発掘と，面接会及び説明会に参加してくれる学生に対して，効率的に周知・広
報することが必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

面接会で採用が決定した、石岡
市民の人数

面接会に参加した人の中で、採用が決まった石岡市民の
人数

人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 20 25

０５　労働費

項 ０１　労働諸費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

企業及び新卒者

施  策 01        企業誘致の推進・工業の振興
意図

（どのように）
有能な人材を確保します。

根拠法令
目 ０１　労働諸費

主な内訳 報償費・需用費

事業名
6410

就職支援事業

会計 ０１　一般会計

款

担当部 課名

新規 廃止 経済部 商工課



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

H29年度

実績値

10

1,567

20,000

予 算

最終目標

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

関係団体と協力し、魅力ある商店街の創出を検討します。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

柏原工業団地運営協議会事業補
助金

工業団地企業における各種イベントや講習会，社会貢献事業などについて協議
する開催回数を目標設定

回

商工会議所補助金 商工会議所会員数を目標設定 人

商工祭事業補助金 商工祭への来客数を目標設定 人

予算額計 108,043 102,496 96,187 96,004 102,472

執行率 79.14 ％ 78.43 ％ 90.19 ％ 98.29 ％ 100 ％

一般財源 58,503 53,384 59,752 67,364 58,071

実績額計 85,503 80,384 86,753 94,364 102,472

その他 27,000 27,000 27,001 27,000 27,001

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 17,400

地方債 0 0 0 0 0

実績値 1,191

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

中小企業に対する各種補給金や商店街で実施する活性化事業への資金的支援を実施しています。事　業　の　概　要

事業全体としての課題

商業振興に関しては，市・商工会議所・商工会により，様々な施策を実施してきたが，改善の傾向がなかな
か見えてこないのが現状です。そのため，今後，市内各業種のこだわりの製品や，取り組み情報を発信し，
魅力ある・ひとが集まるまちづくりを関係団体及び熱意ある事業者等を集い検討し，事業計画を策定しま
す。また，市内柏原工業団地より環境整備に対し，様々な要望が出されているが，全ての解決までは至って
いません。

成
果
指
標

項         目 指標設定の考え方及び算式 単  位

年間商業販売額 商業統計調査による市内商業販売額 億円

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 1,191 1,191

０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

商工関係団体

施  策 02        商業の振興・中心市街地の活性化
意図

（どのように）
活力と賑わいのある産業

根拠法令
目 ０２　商工振興費

主な内訳 報酬・需用費・委託料・補助金・負担金

事業名
382

商工振興事業

会計 ０１　一般会計

款

担当部 課名

新規 廃止 経済部 商工課



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

平成26年度

実績値

4

2

2,440

予 算

最終目標

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

石岡市中心市街地活性化基本計画の期間が平成27年11月で満了となることを見据え、計画掲載事業の進捗状況を注視
しながら引き続き推進を図るとともに、見直しが必要な事業については、事業の実現可能性・継続性・効果を見極めな
がら改善を図ります。このほか、中心市街地の活性化に寄与する事業については、単発的な実施形態ではなく、複数の
事業を市民や商業者とともに連携して戦略的に結びつけ、継続的でさらに効果の高い事業とするなどして、相乗的な効
果が図られるよう支援を行います。

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

中心市街地活性化事業補助金
中心市街地活性化基本計画事業および中心市街地活性化に資する事業の実施に
係る経費の一部補助

団体

空き店舗等活用支援事業費補助
金

中心市街地に新たに出店する方及びその出店者が活用する空き店舗所有者に対
する出店費用の一部補助

店舗

第1期中心市街地活性化基本計
画の検証・第2期中心市街地活 性化
基本計画の策定

平成27年3月で期間満了を迎える第1期基本計画における現状の効果や課題等の
分析を行い、その結果を踏まえて第2期基本計画の策定をめざす。

式

予算額計 17,423 16,618 8,604 17,188 14,269

執行率 44.55 ％ 135.88 ％ 57.24 ％ 51.9 ％ 100 ％

一般財源 3,223 9,831 4,925 8,921 6,000

実績額計 7,762 22,580 4,925 8,921 14,269

その他 0 12,749 0 0 8,269

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 4,539 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

実績値 4,613

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

中心市街地の魅力向上を図るため，商店街等や市民活動団体などまちに関わるすべての人々の活動を支援し
ます。 都市機能の集積を図るため，中心市街地活性化基本計画の推進を図ります。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題

人口減少や超高齢社会の到来を迎える中で，高齢者をはじめとする多くの人々が暮らしやすい魅力あるまち
づくりを目指していくために，各種都市機能が集積したコンパクトなまちを形成し，経済的にもコミュニ
ティとしても衰退してしまった中心市街地の再生が課題となっ ています。また、歩行者通行量が減少傾向
にあるなかで、中心市街地における生活機能・商業機能等の向上が求められていますが、商業者の高齢化な
どを要因とした活力低下が課題と なっています。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

中心市街地内の居住者人口 中心市街地活性化基本計画の区域内における居住者人口 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 4,880 4,880

０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

商業者，地域住民，来街者

施  策 02        商業の振興・中心市街地の活性化
意図

（どのように）
歩いて暮らせる生活空間及び

賑わう魅力あるまちを形成する。

根拠法令
中心市街地活性化法
地域商店街活性化法　など

目 ０２　商工振興費

主な内訳 報償費，需用費，使用料及び賃借料，負担金補

事業名
482

中心市街地活性化事業

会計 ０１　一般会計

款

担当部 課名

新規 廃止 経済部 商工課



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

H29年度

実績値

16

7

40

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

今後は事業実施主体の実行委員会が企画・運営する形から、菓子店の自主性を高め、自主的な取組みへと移行していく
必要がある。

予 算

最終目標

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

いしおかオリジナルスイーツの
創作商品数

地元農産物を使用し創作したオリジナルスイーツの商品数 品

イベント等でのＰＲ事業回数 地域資源を活用した商品のイベント等でのＰＲ回数を目標設定 回

ブログの更新回数 ブログで発信する地域ブランド情報の更新回数を目標設定 回

予算額計 0 12,606 11,179 2,074 0

執行率 ％ 100 ％ 83.56 ％ 75.6 ％ ％

一般財源 0 12,606 9,338 1,568 0

実績額計 0 12,606 9,341 1,568 0

その他 0 0 3 0 0

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

実績値 3,817

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

石岡市産の農産物等を材料とするオリジナルスイーツを創作し，市内外への広報ＰＲ活動を行うことによ
り，当市のイメージアップを図ります。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
人口減少時代を迎え，激化する地域間競争を勝ち抜くため，市内に潜在する魅力を発掘し，全国に良好なイ
メージを発信することで，石岡市のイメージアップをはかり，市民に地域への愛着を持っていただき，交流
人口の増加を図っていく必要があります。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

ブログへのアクセス件数
ブログが閲覧された件数。ブログを通じた地域
ブランド情報の発信状況を示す指標。

件

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 2,000 2,100

０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

顧客全般

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
市の魅力を発信し，イメージアップを図り，

定住人口及び交流人口の増加を図る。

根拠法令
目 ０２　商工振興費

主な内訳 旅費，需用費，役務費，委託料

事業名
8631

いしおかの魅力創造事業

会計 ０１　一般会計

款

担当部 課名

新規 廃止 経済部 商工課



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

1,319,200

478,000

根拠法令
石岡市観光協会補助金交付要綱，おまつり振興
協議会補助金交付要綱等

目 ０４　観光事業費

主な内訳 補助金及び交付金

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
57

観光対策経費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
観光の振興により，当市への誘客を図ります。

市観光協会等各種団体と共に観光事業を振興し，観光客の誘客により地域の活性化を図ります。 観光施設
の維持管理，史跡・名勝等の活用，郷土文化の助長・発展，観光情報の収集・発信，観光客の誘客を図りま
す。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
当市には豊富な観光（地域)資源があることから，観光振興による地域の発展を図るため，地域資源の活用
や多様な観光ニーズに対応したメニュー提案，市内を周遊するための仕組み づくり，知名度アップのため
のＰＲ活動等を行う必要があります。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

市内観光施設来客者数 市内観光施設来客者数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 1,059,800 1,365,000

310 16,358 248 249 2,249

実績値 1,319,200

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 37,162 55,411 62,438 63,882 69,116

実績額計 40,569 74,684 63,101 71,543 78,525

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 3,097 2,915 415 7,412 7,160

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 41,756 76,902 65,882 75,884 78,525

執行率 97.15% 97.12% 95.78% 94.28% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

市内観光施設来客者数 市内観光施設来客者数を目標設定 人

石岡のおまつり来客者数 石岡のおまつりの来客者数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

地域特性を活かした観光エリアの魅力アップや周遊観光の環境づくり，石岡ブランドの確立とＰＲを図
る必要があります。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

11,227

根拠法令
目 ０４　観光事業費

主な内訳 委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
58

観光案内所運営経費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
観光案内や観光情報の提供，物販等を行い，当市へ誘客を

図ります。

公共交通機関の拠点となるＪＲ石岡駅前に立地する総合観光案内所として，市内観光や宿泊施設等の案内，
旬の観光情報の提供，特産品の販売などを行なっています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題 観光案内の総合窓口としての機能強化や幅広い分野の情報収集，情報発信力を高めていく必要があります。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

市内観光施設来客者数 市内来客者数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 1,059,800 1,365,000

0 0 0 0 0

実績値 1,319,200

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 2,547 2,561 2,646 2,622 3,339

実績額計 2,547 2,561 2,646 2,622 3,339

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 2,678 2,678 2,672 2,727 3,339

執行率 95.10% 95.63% 99.03% 96.14% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

観光案内所利用者数 観光案内所を利用する人数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

各観光施設との連携を図り、旬の観光情報を発進し、観光客の誘客を図ります。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

145,011

根拠法令 石岡市常陸風土記の丘条例
目 ０５　観光施設費

主な内訳 委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
59

常陸風土記の丘管理運営費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
当施設への誘客を図ります。

当市の歴史と自然を体感できる施設で，考古学資料や古代家屋，四季折々の草花などが楽しめます。 茅葺
き屋根文化の伝承拠点として，茅葺き職人の育成や材料の確保などのも取り組んでいま す。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
市民の憩いの場である公園としての機能や歴史・文化的施設として機能を果たしていますが，有料エリアの
入場者数が停滞しています。また，年間を通じた誘客が必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

常陸風土記の丘来客者数 常陸風土記の丘の来客者数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 145,000 148,000

0 0 0 0 0

実績値 145,011

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 79,222 73,841 72,793 67,899 67,907

実績額計 80,990 75,600 124,537 67,899 67,907

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,768 1,759 51,744 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 81,015 75,929 128,130 67,899 67,907

執行率 99.96% 99.57% 97.20% 100 ％ 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

常陸風土記の丘来客者数 常陸風土記の丘の来客者数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

年間を通じて観光客が訪れるための環境整備が必要です。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

31.3

根拠法令 石岡市国民宿舎つくばね条例
目 ０６　国民宿舎費

主な内訳

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
60

国民宿舎管理運営費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
利用の増進を図ります。

筑波山の中腹に位置する八郷地区唯一の宿泊施設で，宿泊のほか会合や飲食等に利用されています。事　業　の　概　要

事業全体としての課題
昭和４９年に開業した施設で，施設の老朽化が目立ち，継続して使用するためには大規模な施設改修工事が
必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

宿泊利用率
休憩を含めた，１日当たりの定員に対する宿泊した人数
の割合（休憩４人を宿泊１名とカウント）

％

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 34.0 36.0

0 0 0 0 0

実績値 31.3

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 39,277 36,743 36,682 39,692 34,701

実績額計 42,193 39,557 36,682 39,692 34,701

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 2,916 2,814 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 42,237 39,635 36,743 40,357 34,701

執行率 99.89% 99.80% 99.83% 98.35% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

宿泊利用率
休憩を含めた，１日当たりの定員に対する宿泊した人数の割合（休憩４人を宿
泊１名とカウント）

％

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

観光客に対する接客や地元食材を使用した料理の提供など、ソフト面を充実させることにより、利用者
の増加を図ります。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

200,532

根拠法令
石岡市ふれあい交流施設やさと温泉ゆりの郷条
例

目 １４　ふれあい交流施設費

主な内訳

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
67

施設管理運営経費

会計 ０１　一般会計

款 ０２　総務費

項 ０１　総務管理費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
施設への誘客を図ります。

筑波山麓の自然に囲まれた，天然の温泉施設で，年間を通じて多くの市民や観光客に利用されています。
施設には，地元食材を使用したレストランや地元の農畜産物や特産品などを取り揃えた物産 館を併設して
おり，ふれあいと交流を通じて地域の活性化を推進しています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
平成２４年度に大規模なリニューアル工事を実施し，利用者の増加につながっています。施設の計画的な維
持管理や改修計画の策定，地元食材を使用した郷土料理の提供などが必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

やさと温泉来客数 やさと温泉来客数を目標設定 人

平成26年度 平成27年度

目標値 200,000 202,000

4,620 129,287 3,397 0 9,454

実績値 200,532

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 1,659 0 608 2,198 644

実績額計 6,279 129,287 4,005 2,198 10,098

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 6,704 129,297 4,165 2,199 10,098

執行率 93.66% 99.99% 96.16% 99.95% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

やさと温泉来客数 やさと温泉来客数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

周辺の観光施設や地域資源と連携した取り組みにより、地域の活性化につなげていきます。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

175,389

根拠法令 茨城県フラワーパーク条例
目 ０５　観光施設費

主な内訳

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
172

フラワーパーク管理運営費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
施設への誘客を図ります。

バラを中心とした花と緑の観光施設で四季折々の花が楽しめる当市を代表する観光施設です。また，花に関
する知識の普及や栽培技術の向上に資する役割を担っています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
施設リニューアル工事の実施やイベント、講座など新たなソフトメニューの充実により、観光客が増加傾向
です。しかし、オープンから３０年が経過し、施設全体の老朽化も進んでい ることから、長期的な計画に
よる施設改修が必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

フラワーパーク来客数 フラワーパーク来客数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 180,000 180,000

0 24,162 0 0 1,900

実績値 175,389

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 44,189 65,380 103,955 86,437 78,870

実績額計 68,569 210,940 131,003 115,502 110,466

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 24,380 120,948 27,048 29,065 29,696

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 70,277 213,919 134,283 120,545 110,466

執行率 97.56% 98.40% 97.56% 95.82% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

フラワーパーク来客数 フラワーパーク来客数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

ボランティアガイドにより施設案内の仕組みづくりや魅せるための植栽整備などにより、施設の魅力向
上に努めます。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

29,039

根拠法令 石岡市ふれあいの森条例
目 ０５　観光施設費

主な内訳 委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
274

ふれあいの森管理運営費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
施設への誘客を図ります。

フラワーパークと一体となった森林公園として，河津桜やシャガ，やまゆりなどの花々や展望台までの
ウォーキングが楽しめるとともに，すべり台やフラワーサイクリング，アスレチ ックなどの遊具により幅
広い年齢層が憩える施設となっています。また，本年３月より運行を開始した園内周遊車の利用により，フ
ラワーパークからの利便性が向上しています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
園内周遊車の運行により，フラワーパークと連携した取り組みが一層重要となっています。そのためフラ
ワーパークの魅力アップのためにも季節ごとの花々や眺望を活かした周遊コース等の整備が必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

ふれあいの森有料遊具利用者数 ふれあいの森有料遊具利用者数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 30,000 31,000

0 0 0 0 0

実績値 29,039

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 22,800 24,921 23,705 30,881 29,464

実績額計 22,800 24,921 23,705 30,881 29,464

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 22,800 24,953 23,706 30,924 29,464

執行率 100 ％ 99.87% 100 ％ 99.86% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

ふれあいの森有料遊具利用者数 ふれあいの森有料遊具利用者数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

園内周遊車の導入により、観光客の利便性や周遊性が向上したため、ふれあいの森を活用した新たな環
境整備が必要です。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

14,234

根拠法令 石岡市体験型観光施設朝日里山学校条例
目 ０５　観光施設費

主な内訳 委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
571

朝日里山学校管理運営費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来校者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
誘客を図り，都市と農村の交流拠点として活用し

ます。

グリーンツーリズム事業など自然環境を活かした体験型観光に取り組んでおり，都市と農村の交流施設とし
て地域の活性化を図っています。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
近年は，観光客のニーズが多様化してきており，見て楽しむ観光から，体験型観光へと変化してきていま
す。周囲の自然環境や地域の食材を最大限に活用するとともに、地域の方々の 参画が必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

朝日里山学校来校者数 朝日里山学校来校者数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 13,000 15,000

0 0 0 0 0

実績値 14,234

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 6,797 6,490 6,551 7,899 6,551

実績額計 6,797 6,490 6,551 7,899 6,551

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 6,797 6,490 6,551 7,941 6,551

執行率 100% 100 ％ 100 ％ 99.47% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

朝日里山学校来校者数 朝日里山学校来校者数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

新たな体験メニューの拡充や地域を巻き込んだ受入態勢づくりが必要です。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

12,744

根拠法令
目 ０４　観光事業費

主な内訳 委託料，工事請負費

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
760

まち蔵藍運営経費

会計 ０１　一般会計

款 ０７　商工費

項 ０１　商工費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
誘客を図り，にぎわいのあるまちづくりを進めま

す。

国の登録文化財に指定されている「丁子屋」を活用し，中心市街地の観光施設として誘客を図り，にぎわい
のあるまちづくりを進めます。昭和レトロな街並みを保存・継承するうえで，重要な観光施設となっていま
す。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
まち蔵藍が看板建築をはじめとする，まちなかの歴史・文化の案内所等の機能を有する観光拠点として，ま
ちなかの回遊性を高める取り組みが必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

まち蔵藍来客数 まち蔵藍来客数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 10,000 13,000

0 0 0 0 0

実績値 12,744

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 6,817 3,760 3,760 3,785 3,873

実績額計 6,817 3,760 3,760 3,785 3,873

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

予算額計 7,257 3,897 3,841 3,873 3,873

執行率 93.94% 96.48% 97.89% 97.73% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

まち蔵藍来客数 まち蔵藍来客数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

地域としての観光エリア化が求められています。

予 算

最終目標



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

29

実績値

11,838

根拠法令 石岡市つくばねオートキャンプ場条例
目 ０３　林業施設費

主な内訳 委託料

担当部 課名

新規 廃止 経済部 観光課

事業名
761

オートキャンプ場管理運営経費

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０２　林業費

体
系

政  策
02        豊かな生活を支える活力ある産業を育む まち
へ（産業・経済）

顧客
（誰を）

来客者

施  策 04        観光業の振興
意図

（どのように）
施設への誘客を図ります。

筑波山の中腹に位置する自然に囲まれたキャンプ施設で，フリーサイトやオートサイト，ケビン棟，バーベ
キュー棟等を有する施設です。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
年間の利用客数は増加傾向ではあるものの、繁忙期と閑散期との差が大きく，年間を通じた誘客を図るため
の取り組みが必要です。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

オートキャンプ場来客数 オートキャンプ場来客数を目標設定 人

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 12,000 12,000

0 0 0 0 0

実績値 11,838

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

一般財源 10,267 9,847 13,266 9,909 11,110

実績額計 10,267 9,847 13,266 9,909 11,110

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

地方債 0 0 0 0 0

その他

99.99% 94.24% 99.99% 100 ％

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

オートキャンプ場来客数 オートキャンプ場来客数を目標設定 人

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

周辺の観光施設や地域資源と連携した取り組みなどにより、地域の活性化に取り組んでいきます。

予 算

最終目標

予算額計 10,499 9,848 14,077 9,910 11,110

執行率 97.79 ％



平成27年度事務事業評価シート

達成年度

H41年度

実績値

0.13

事業の成果と今後の方向性 見直し年度（目標年度）

年次計画に基づき，着実に事業を進める。 平成３１年度予定

予 算

最終目標

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指　標　名 説　明　等 単  位

地籍調査の成果を基にした正確
な公図及び登記簿の完成

地籍調査の成果について国の認証を得て，地籍図及び地籍簿の写し
が法務局に送付されて土地登記簿を変更記載する。

km2

予算額計 9,003 10,186 8,926 8,826 9,013

執行率 94.67 ％ 93 ％ 86.02 ％ 72.91 ％ 100 ％

一般財源 5,352 5,679 5,404 3,786 5,239

実績額計 8,523 9,473 7,678 6,435 9,013

その他 21 23 24 24 24

財
源
区
分

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 3,150 3,771 2,250 2,625 3,750

地方債 0 0 0 0 0

実績値 42.36

事  業  計  画

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

過年度
（決算額）

現年度
（予算額）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

法務局の公図及び登記簿を基に，それぞれの土地に関わる所有者の，地番及び地目を調査し
，境界及び地積に関する測量を行い，精度の高い地図及び簿冊を作成します。

事　業　の　概　要

事業全体としての課題
地籍調査事業の成果品（地籍図，地籍簿）が，法務局へ送付されて，登記に反映するため，
担当者は，不動産登記にかかわる法令等について，十分理解し，事業の推進を図る必要があ ります。

成
果
指
標

項         目 指　　標　　名 指標設定の考え方及び算式 単  位

地籍調査実施面積 地籍調査実施面積／地籍調査実施全体面積 km2

年度 平成26年度 平成27年度

目標値 42.36 42.49

体
系

政  策
01        誰もが快適に暮らせる都市機能が充実し たま
ちへ（都市基盤）

顧客
（誰を）

土地所有者

施  策 04        計画的な土地利用の推進
意図

（どのように）
総ての所有地の境界の確認を目指します。

事業名
477

地籍調査事業

会計 ０１　一般会計

款 ０６　農林水産業費

項 ０１　農業費

根拠法令 国土調査法
目 ０６　地籍調査費

主な内訳 委託料（測量業務委託），人件費（臨時職員等

担当部 課名

新規 廃止 経済部 地籍調査課


